
地域サービスセンターことぶき 運営規程 

（居宅支援事業所） 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人川崎聖風福祉会が開設する地域サービスセンターことぶき（指定居

宅介護支援事業所）（以下「事業所」という）が行う居宅介護支援事業（以下「事

業」という）の適正な運営を確保するために、人員及び運営管理に関する事項を定

め、ご利用者が自立した日常生活を送るための必要な居宅サービスが利用できるよ

うに、事業所の介護支援専門員により作成する居宅サービス計画（ケアプラン）に

基づき適切なサービスを提供することを目的とします。 

 

（運営方針） 

第２条 事業所は、ご利用者が要介護状態等になった場合においても、そのご利用者が可

能な限り居宅において、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことがで

きるように居宅介護支援を行なうものとします。 

 

  ２ 事業所は、ご利用者の選択に基づき、適切な保健・医療及び福祉サービスが多様

な事業所から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮するものとします。 

 

    ３ 事業の実施にあたっては、ご利用者の意思及び人権を尊重し、常に利用者の立場

に立って、ご利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅

サービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行なうものとします。 

 

    ４ 事業の運営にあたっては、関係行政機関・地域の保健・医療・福祉サービスとの

   綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。 
 

  ５ 介護支援専門員一人当たりの標準担当件数は、44件とします。 

 

（事業所の名称等） 

第３条  事業所の名称及び所在地は次のとおりです。 

      （１）名  称    地域サービスセンター ことぶき 

     （２）所在地   神奈川県川崎市川崎区大島1-4-8 イーストブルー101 
 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 職員の職種、員数及び職務の内容は次のとおりです。 

      （１）管理者      1名 

          管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行うものとします。 

      （２）介護支援専門員  4名 

          介護支援専門員は、ご利用者個々にケアプランを作成し必要な事業の提供に 
あたるものとします。 



（営業日及び営業時間等） 

第５条 事業所の営業日、休業日及び営業時間は次のとおりです。 

      （１）営 業 日 月曜日から金曜日まで。 

      （２）休 業 日 土曜日、日曜日、国民の祝日。 

           １月１日から１月３日までと１２月２９日から１２月３１日まで 

                     の６日間。 

     （３）営業時間 午前８時４５分～午後５時１５分まで。 

 

（事業の実施地域） 

第６条 事業の実施地域は川崎区内を原則とします。 

 

（サービスの内容、報酬） 

第７条 １．事業所が提供するサービスの内容は次のとおりです。 

（１）ご利用者宅を訪問し、ご利用者及びご家族と面接し、その趣旨を充分に説明した

うえでサービス計画の作成を行います。 
      （２）居宅サービス計画を作成（変更）するときは、サービス担当者会議を開催または、

担当者に紹介等を行い専門的見地からの意見を聴取します。 
      （３）居宅サービス計画を作成したときは、内容についてご利用者または、ご家族に対

して説明をし、同意を得ます。 
      （４）居宅サービス計画書は、ご利用者及び居宅サービス事業者等の担当者に交付しま

す。 

      （５）ご利用者が更新認定、区分変更等を受けた時は、認定期間の初月までにサービス

担当者会議を開催し、専門的見地からの意見を聴取します。 
      （６）サービスの実施状況の把握にあたって、ご利用者及びご家族、サービス事業者と 

の連絡は断続的に行うこととし、特段の事情がない限り月に１回以上ご利用者宅を 
訪問しご利用者及びご家族に面接し、少なくとも1ヶ月に１回はモニタリング結果

を記録します。 
   （７）ご利用者が介護保険施設へ入所する必要が生じた場合は施設の紹介をし、連絡調 

整を行います。 
   （８）ご利用者が入院、入所された際には、関係機関と連携し、退院、退所前のカンフ

ァレンスに参加します。 
   （９）ご利用者の記録は、ご本人の求めに応じていつでも開示いたします。 
 
      ２．事業所が提供するサービスに対する介護報酬は次のとおりです。 

    （１）法定介護報酬 

      居宅サービス計画（ケアプラン）を提供した場合の介護報酬は、別表に定めると

おりです。ただし、全額保険請求としご利用者負担金はありません。 
   （２）法定外介護報酬 

      第６条の事業の実施地域を越えて行うサービスに要した交通費は、公共交通機関

運賃相当額の実費を徴収します。自動車を使用した場合も同様とします。 



          その他、前号の厚生労働大臣の定める基準に該当しない介護報酬は、実費を徴収し

ます。 

 

（契約書等書面の交付） 

第８条  事業所は、ご利用者がサービスの提供を受けるにあたり、ご利用者に対しサービス内

   容、報酬等重要事項を記した書面を提示し、ご利用者から記載内容について同意する旨

   の署名を受けたうえで、ご利用者へ書面を交付するものとします。 

 

（標識の掲示） 

第９条  事業所の見やすい場所に、営業日、運営規程の概要、職員の勤務体勢等、利用申込み

を希望される方のサービスの選択に資すると認められる事項を掲示するものとします。 
 

（秘密の保持） 

第10条 事業所は、職員に対し次の事項を厳守させるものとします｡ 

（１）職員は業務上知り得たご利用者または、ご家族の秘密を漏洩してはならないとし

ます。  
（２）職員が退職した後においても、これらの秘密を保持することを職員の雇用契約の

要件とします。 
（３）サービス担当者会議等において、ご利用者やご家族の個人情報を用いる場合は、

予め文書により同意を受けておくものとします。 
 

（職員研修） 

第11条 事業所は介護支援専門員の資質向上を図るため研修の機会を次のとおり設けるも 

    とし、それに伴い業務体制を適宜調整するものとします。 

（１）採用時研修 採用２ヶ月以内 
（２）継続研修  年２回 
（３）その他必要に応じ、外部の研修会に積極的に参加させます。 

 

 （緊急時の対応方法） 

第12条 災害時、サービス提供時に事故やトラブルが発生した場合は、速やかに対応責任者に

報告し、緊急・災害時対応マニュアルに添って行動します。 

（１）事故等の状況、取った措置を記録し保管します。 
（２）少なくとも医療機関を受診した場合は、市町村に報告をすることとします。 
 

（相談・苦情対応） 

第13条 事業所は、ご利用者からの相談・苦情等に対する窓口を設置し、自ら提供した居宅介

護支援又は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に関するご利用者の要

望・苦情等に対し、迅速に対応します。 

 

 



（事故発生時の対応） 

第14条 事業所は、ご利用者に事故が発生した場合には、速やかに市区町村、ご利用者の家族

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
  ２ 事業所は、ご利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行い 

   ます。 

 

（虐待防止のための措置に関する事項） 

第15条 事業所は、虐待の発生及び再発を防止するために講じる措置は次の通りにします。 

（１）虐待防止に係る対策を検討するための委員会を定期的に開催するとともにその結

果について、十分に周知します。 
（２）虐待防止のための指針を整備します。 
（３）従事者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

 

（身体拘束等の原則禁止） 

第16条 ケアマネジメントにおいてご利用者又は他のご利用者の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他ご利用者の行動を制限する行為（以下

「身体拘束等」という。）を行わないとします。 
２ ケアマネジメント支援の中でやむを得ず身体拘束等を行う場合には、ご本人・ご家族

に対し、身体拘束の内容、理由、期間等について説明し同意を得た上で、その態様及び

時間、その際の心身の状況並びに緊急時やむを得ない理由、対応サービス事業所など必

要な事項を記載することとします。 

  
（職場におけるハラスメント） 
第17条 事業所は、適切な指定居宅支援の提供を確保の観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより介護支援専門員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じるものとします。 
 
（カスタマーハラスメントへの対応） 

第18条 1．本事業所は、利用者又はその家族等からの言動のうち、社会通念上相当な範囲

を超える要求又は言動により、職員の就業環境を害するおそれのある行為（以下

「カスタマーハラスメント」という。）について、職員の安全及び尊厳を確保し、

適切な介護サービスを継続的に提供するため、組織として必要な対応を行うもの

とする。 

2．前項に定めるカスタマーハラスメントには、次に掲げる行為を含むものとする。 

ただし、これらに限られるものではない。 

（1）暴言、暴力、威圧的な言動、人格を否定する発言 

（2）業務の範囲を超える過度又は不当な要求 

（3）合理性を欠く長時間の拘束や、執拗な要望・クレーム 

（4）その他、職員の就業環境を著しく害する行為 



3．本事業所は、職員が安心して相談できる相談体制を整備し、職員研修や対応マ

ニュアルを整備して、必要に応じて法人本部、関係機関等と連携しながら対応す

るものとする。 

4．本事業所は、カスタマーハラスメントが発生した場合、複数名による対応、事

実関係の記録、管理者への報告等を行い、状況に応じて適切な対応を講ずるもの

とする。 

5．カスタマーハラスメントが継続し、又は著しく悪質であると認められる場合 

には、サービス提供方法の見直しその他必要な措置について、利用者又はその 

家族等と協議を行うことがある。 

 
（業務継続計画の策定等） 
第19条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、ご利用者に対する指定居宅介護支 

援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。 
（１）従事者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施します。 
（２）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い

ます。 
 
（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に関する事項） 
第20条 事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないようにするために講じる措置は次の通

りとします。 
（１） 感染症の予防及びまん延防止のための 
（２） 対策を検討する委員会をおおむね6月に1回以上開催するとともに、その結

果について、従事者に周知徹底を図ります。 
（２）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 
（３）従事者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に

実施します。 
 
（その他） 
第21条 この規定の施行に必要な事項は、理事長が定めるものします。  
 
 
付 則 

    この規程は、平成１２年２月１日から施行します。 

この規程は、平成１４年５月２８日から施行します。 
この規程は、平成１５年４月１日から施行します。 
この規程は、平成１６年４月１日から施行します。 
この規程は、平成１７年４月１日から施行します。 
この規定は、平成１８年4月１日から施行します。 



この規定は、平成１９年４月１日から施行します。 
この規定は、平成２６年４月１日から施行します。 
この規定は、平成２７年６月１日から施行します。 
この規定は、平成２８年６月１日から施行します。 
この規定は、平成２９年６月１日から施行します。 
この規定は、平成３０年６月１日から施行します。 
この規定は、令和元年４月１日から施行します。 
この規定は、令和２年４月１日から施行します。 
この規定は、令和３年４月１日から施行します。 
この規定は、令和４年４月１日から施行します。 
この規定は、令和５年４月１日から施行します。 
この規定は、令和６年４月１日から施行します。 
この規定は、令和８年６月１日から施行します。 
 


